
 

港湾病院 職場集会 

 

2月 25日から3日間、港湾病院で直闘委員による職場報告集会

がありました。 

配転についての不安や平成 16 年度の

運営などについて切実な意見がありま

した。岩沢事務局長より、３月１日の週

より具体的な折衝に入り、定期的に集会

を行い職場の皆さんに不安がないよう

説明していくことが約束されました。 
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ホットライン 

 
 

kouwan.hp@j-yokohama.or.jp 

何でも相談 
 
 まずは、電話ま

たはメールでご相

談ください。必要

であればお伺いい

たします。 
ホットラインにご

連絡いただき「病

院直闘委員」をお

よびだしく 
ださい。 

 

2 月 25 日の市会本会議で、新港湾病院の指定管理者が日本赤十字社に決まりま

した。 

前日までの福祉衛生環境保全委員会では、民主党・公明党から政策医療や医療の

確保を横浜市として責任をもって行うべきであること。移行期間に際し患者・職員

の声を聴き、不安なく、安全・安心に移行業務を行うことの意見表明がありました。

 

2月 25日に直闘委員会より衛生局に申し入れをしました。 

申し入れ前に、「雇用を守る＝市職員としての身分を守る」事を確認しました。 

以下の申し入れをしました。 

① 新港湾病院の開院に際し患者の不安の解消に向けて、また医療の継続性、安全性の確保の

ため現在の港湾病院スタッフが希望する場合には引き続きはたらきつづけるように、検討

すること。その場合の身分や労働条件などについては事前に労使協議を行うこと 

② また、法人確定以降「異動（配転）」に関わる事項について労使協議を行うこと 

③ 現在の港湾病院のＨ16 年度運営計画。またアレルギーセンター移行計画につ

いて明らかにし労使協議を行うこと 

④ 新港湾病院の開院に向けた計画などについて明らかにすること。 

第７号 

 



いままでの経過 
   
平成6年    基本構想策定 

  平成 8年 3月  634床の開設許可 

  平成 12年 12月 建設工事着工 

  平成 13年 6月  市議会で直営での運営を承認 

  平成 15年 12月  竣工予定 

  平成 16年 3月  新港湾病院開設予定 

 

①平成 14 年中田市長になって、財政赤字を理由に、8 月「横浜市立病院あり方検討委員

会」を市長の諮問機関として立ち上げ（９回の委員会） 

  平成 15年 3月に最終答申→「民間移譲」「公設民営・委託」「地方公営企業法全部適用」

 

②あり方検討委員会の答申をもとに、市会福祉衛生環境常任委員会 

  衛生局は、新港湾病院→「公設民営委託」・市民病院・脳血管医療センター→「地方公営

企業法全部適用」 

 

 ③9月市会において 

公の施設の設置、管理などについて定める地方自治法第 244 条の 2 第３項の規定に基

づき、新港湾病院の管理を指定管理者に行わせるため、「横浜市病院事業の経営する病院

条例」の改正【指定管理者制度】可決 

 

 ④横浜市立港湾病院指定管理者評価委員会 

   第 1回 平成 15年 11月 12日 

     委員長の選出、募集の対象とする法人について、指定条件について、評価について

   第 2回 平成 15年 12月 24日 

     法人に対するヒアリングの実施 提案書提出法人は２法人 

（日本赤十字社・全国社会保険協議会連合会） 

   第 3回 平成 16年 1月 7日 

     評価の実施 

   第４回 平成 16年 1月 14日 

     評価委員会として評価の決定 

     法人別総合得点 

   日本赤十字社→76．2点    

全国社会保険協議会連合会→68．0点 

 ⑤2 月市会本会議  指定管理者について

日本赤十字社に決定、平成

17年 4月に遅れて開院予定 


